













2012 年 12 月に民主党から自民・公明連合に政権が移り、内閣総理大臣安倍晋三は、ケインズ
的な財政・金融政策を基本にした、いわゆるアベノミクスを打ち出した。その後、約 1 年間は、
円の為替レートが下がり、日経平均が上昇するなど、経済に対して良い影響が出たが、2013 年
































北米、EU 諸国などでは、程度の差はあるが、かなり実現されている。BRICS や ASEAN 諸国で
も人々の生活は改善されつつある。このような国家においては、人々が生活の中で築いてきた自
生的な秩序を国家も尊重しなければならなくなっている。



































府の関与が大きかった。1955 年から 58 年にかけて電力中央研究所が電力設備近代化計画を発表
し、油主炭従路線を強力にサポートした。*2
*1　2010 年以降の南欧やアルゼンチンの財政破綻と国民生活の窮乏も、そのことを示している。
*2　小堀聡『日本のエネルギー革命』名古屋大学出版会 2010 年 197 頁以下。
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移行した。関税割当制とは、輸入関税を 1 次税率と 2 次税率の 2 本立てとし、関税割当を受けた











そこで通産省は、1961 年にエネルギー懇談会を設け、ほぼ 1 年間にわたって自由化後の石油
政策を検討した。その結果、石油エネルギーの重要性を理解して、外貨割当制度に代わる何らか
の法規制が必要であるとの結論に至った。


















年度 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969
申請 437,500 1,001,150 1,001,150 1,228,000 1,976,260 1,985,560 1,993,560
許可 437,500 421,150 155,000 400,000 705,260 500,000 630,560
許可率 100 42 15 33 0 36 25 32
1970 1971 1972 1973
2,618,000 2,350,000 2,269,500
733,000 870,000 1,133,000









標準額設定を 1962 年 11 月から実施した。石油業法による初の標準額は、ガソリンが 10,130 円
／ KL、C 重油が 6,800 円／ KL であった。
この標準額が設定された後、原油価格は低下し、タンカーの大型化によって運賃コストも減少
し、石油需要の増大と精製設備稼働率の向上等から、業績は徐々に回復に向かったため、標準額





は 1966 年 2 月に撤廃された。
3　産業構造調査会の報告書
1962 年 5 月、石油業法の公布と同時に、通商産業省の付属機関である産業構造調査会に総合



















てる、いわゆる「プロラタ方式」を行政指導により実施し、この方式を 1973 年 3 月まで継続した。
また、海外における原油自主開発の推進母体として、1967 年に石油開発公団が設立され、石
油資源開発の営業部門は公団の事業本部となった。種々の助成策が講じられ、国内外にプロジェ



















そのため、1975 年 8 月に通産省の要請により、コンビナート製油所のあり方について検討す
るため、｢コンビナート・リファイナリー懇談会」が発足した。






1976 年 8 月、日本石油は、従来から関連のあった日本海石油 ( 株 ) への持株比率を高め、コン
ビナート製油所であった日本海石油は、新たに日本石油グループ精製会社として系列化された。
















































1996 年 3 月末をもって、特石法は廃止された。*5
これにより、日本の石油産業は一大転機を迎え、原油・製品調達から製造、物流の各分野で経
営の再構築が進行する。とくに末端の SS 販売では、出店に関する規制や消防法も見直され、セ
ルフ対応型 SS や複合型 SS など、様々な業態の SS が登場し、市場での生き残りをかけて激しい
競争が展開された。*6　日本の石油業界に初めて訪れた本格的な競争時代であった。
7　産業競争力強化法と産業組織の再編
2013 年 12 月 4 日に、産業競争力強化法が成立した。安倍政権が 2013 年 6 月にまとめた成長
戦略を具体化するもので、デフレ脱却に向けて供給過剰を是正し、規制緩和


















第 3 に、新産業を創出するためにベンチャーキャピタル (VC) による資金供給を増やす仕組み

















政府の経済財政諮問会議も 5 月 19 日の会合で民間議員から「地方銀行の大胆な再編を推進す
べきだ」との提言が出された｡ *11　こうして、政府主導で産業の再編を進めるべきとの大合唱が
わき上がってきた。
このような中で、供給過剰で悩んでいる石油精製業から動きが起こった。6 月 6 日、石油元売
り 3 位のコスモ石油と同 4 位の東燃ゼネラル石油が千葉県にある主力製油所を統合すると発表し
た。2016 年までに過剰となっている石油精製能力を 2 割から 3 割削減する。コスモと東燃は過
剰生産能力の解消を支援する産業競争力強化法の適用を申請する方針である。そうなると、同じ
く過剰能力を抱える JX 日鉱日石エネルギーや出光興産なども対応をせまられることになる。*12






造船は世界で年間 1.2 億総トンの生産力があるが、需要は 0.6 億総トンだった。石油は燃料油の
国内の生産能力が 1 日当たりで 447 万バレルあるが、需要は 332 万バレルしかない。エチレンも
1 日当たりで 721 万トンの生産能力に対し需要は 500 万トンである。製紙も年間 1715 万トンの
生産能力に対し需要は 1490 万トンである。
石油元売りの合理化が問題となったのは、2008 年度から 2010 年度にかけて供給力が国内需要




*9　日本経済新聞 2013 年 12 月 4 日夕刊、12 月 5 日、2014 年 3 月 31 日。
*10　日本経済新聞 2014 年 5 月 20 日。
*11　日本経済新聞 2014 年 5 月 20 日。
*12　日本経済新聞 2014 年 6 月 7 日。
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象外だった。2010 ～ 13 年度末に経済産業省が主導した最初の製油所合理化で、国内の石油の供
給力は 2 割減った。しかし、需要との開きはなお 2 割以上残ってた｡ *13　そこで、2014 年 6 月になっ
て、企業をまたいだ統合に介入してきた。*14
経済産業省は産業競争力強化法 50 条を初適用し、石油業界の供給力を調査する。その上で今




















の自民党向けの政治献金をみると、第 1 位は日本自動車工業会の 6030 万円であるが、石油連盟
も第 4 位で 5000 万円の献金をしている。*16
*13　日本経済新聞 2014 年 6 月 11 日。
*14　日本経済新聞 2014 年 6 月 7 日。
*15　日本経済新聞 2014 年 6 月 7 日。






1995 年 4 月に電気事業法が改正され、発電事業への新規参入を大幅に認め、特定電気事業 ( 小売 )
を創設した。1999 年、2003 年にも同法は改正され、自由化が拡大された。
政府は 2014 年 2 月 28 日、家庭向けを含めた電力小売事業への参入を 2016 年に全面的に自由






























2014 年 6 月 11 日、電気事業法の改正法が成立した。電力の小売りを 2016 年に全面自由化す
るものである。2011 年の東日本大震災と福島原発の事故は、既存の発送電一貫体制に疑問を生
じさせた。特に地域間の融通がきかないことの問題を明らかにした。経済産業省は､2012 年 2 月、
総合資源エネルギー調査会総合部会に電力システム改革専門委員会を設置した。専門委は 2013
年 2 月 8 日、改革を 3 段階で進める報告書を了承する。こうして、改革の道筋が決まった。
第 1 段階は、電力需給を広域で調整する広域系統運用機関を 2015 年に設立する。これについ
ては、2013 年 11 月に電気事業法が改正された。電力需給を広域で調整するために、2015 年 4 月
から「広域的運営推進機関」が業務を開始する。これまで一般電気事業者 ( 電力 10 社 ) の営業エ
リアごとに分断されていた電力系統 ( 送電網 ) を全国一体化して運用する組織である。このよう
な組織は過去にもあったが失敗した経験がある。






第 2 段階は、電力小売りの全面自由化で、14 年 6 月の電気事業法の改正である。2016 年から
家庭向けなどの小口契約を含め、すべての電力販売が自由化される。これに向けて小売り事業へ
の新規参入が相次いでいる。トヨタ自動車、王子製紙、NEC、大和ハウス工業、ソフトバンク、
オリックスなどが新電力 ( 特定規模電気事業者 ) に登録した。2013 年 3 月末に 79 社だった新電
力は 14 年 6 月には 244 社に急増している。*18　ただし、競争が機能するためには、卸売りの規
制も廃止しなければならないし、市場における競争排除行為を監視する規制組織も必要である。
この競争確保のための組織については、まだ十分には議論されていないようである。







この流れを加速させたのが 1993 年の EU の発足だった。EU は加盟国の電力市場を統合するた
*17　日本経済新聞 2014 年 6 月 18 日「時事解析」。




めに 96 年に EU 電力指令を制定した。同指令は、発電や小売りを自由化するとともに、電力会
社に発電、送電、配電の会計分離や独立した送電系統運用者 (TSO-Transmission grid operators)
の設置を義務づけた。












規制改革の動きはガス事業にも及んでいる。経済産業省の有識者会議は 2014 年 7 月 31 日、都
市ガス市場の改革案を大筋で合意した。2017 年の小売り自由化、液化天然ガス (LNG) 基地の開放、
導管事業の分離の 3 本柱で改革を進める。ガス市場で競争を促し、値上がりする料金を抑制する
ことを目的にしている。経済産業省は 2015 年のガス事業法改正を目指している。
日本の家庭用の都市ガス料金は 1㎥あたり 1.64 ドルである。これは 0.84 ドルのイギリスの約 2








治資金規正法は 3 年連続で赤字の企業 ( 同法 22 条の 4､ 1 項 ) が献金すること禁止しているので、
電力事業会社から献金することはできないし、現状では政府から資金の支援を受けている電力会
社の発言力は弱いが、ガス会社はちがう。今後、強力な巻き返しが予想される。
*20　日本経済新聞 2014 年 6 月 17 日「時事解析」。









旅客自動車運送事業は許可制 (4 条 ) であるから、参入は厳しく規制されている。その許可基準
は 6 条にあり、「事業計画が輸送の安全を確保するために適切」であるかなどを国土交通大臣が
判断する。国土交通大臣にはかなりの裁量権が与えられている。
個人タクシーについては、省令などで、年齢要件 (35 歳以上 ) のほかに、法人タクシー会社で
の一定期間以上の勤務経験を要求している。
2002 年までは価格も規制され、都道府県毎に 2 つのブロックに分けられて同一地域同一運賃
の認可料金が決められていた ( 現在は第 9 条の 3)。




















の新規許可を受ける権利はグリーンナンバー 1 台につき 300 万円程度で取り引きされていた。80
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年代後半のバブルの時代には 500 万円という根がついたこともあった。*22　この状況は 1990 年
に始まった規制緩和によって、新規参入が容易となったことによって一変した。
90 年代以降は、規制緩和の中で業者間の競争が激しくなり、それに音を上げた業者が競争排




2009 年 6 月 19 日、麻生内閣の末期に、タクシー事業者への規制を強化する「特定地域旅客自







による共同減車 ( 一種のカルテル行為 ) を独禁法の適用除外にするよう、国土交通省が公正取引
委員会に働きかけた。独禁法違反を公認し、増車を許可制にするなど、露骨な統制であった。
この法律により京都市域では 2009 年度に 6820 台あった法人タクシーが 2013 年 9 月には 6230
台にまで減少した。しかし、減車に強制力がなかったため、国の方針にしたがって減車した会社
とそうでなかった会社が生まれ、不公平感が生じた。*24
安倍政権が復活すると、2013 年 11 月 20 日に、タクシー会社に減車を義務づける改正特措法
が成立した。*25
全国の 639 地域のうち、155 地域を「準特定地域」に指定し、台数が過剰だと国が判断すれば、
タクシー会社の新規参入や増車を 3 年間禁止できるとする。さらに運賃の規制や強制減車も盛り
込んだ。2014 年 1 月 27 日に施行されたが、政府は強制減車は見送り、運賃の引き上げを強制し
た。4 月以降は、国が運賃の上限と下限を決め、これより低い運賃の事業者は引き上げなければ
ならない。近畿圏の 500 円タクシーの場合には、初乗り運賃は 660 円に引き上げなければならな
い。下限を下回る業者には国土交通省が口頭指導と文書勧告を行い、それでも従わなければ運賃
の変更命令や営業停止処分をできる。
下限割れの事業者は 2014 年 4 月 1 日時点で法人と個人を合せて全国に 33 あったが、4 月 22
*22　依田薫『日本の許認可制度のすべて』日本実業出版社 1993 年、42 頁。
*23　国が主導する需給調整を廃止する。参入は区域ごとの許可制から事業者ごとの許可制とする。増車
や減車は認可制から届け出制にする。















5 月 7 日、国土交通省は下限より安く営業する全国 24 のタクシー業者が運賃の変更届けを提
出していないことを明らかにした。各運輸局は 8 日以降に違法状態の事業者への弁明の機会を与
え、それでも応じなければ運賃変更を命じるとした。
5 月 23 日、大阪地裁は申請を認める決定を行った ( 田中健治裁判長 )。差し止める期間は、エ




日には福岡地裁もエムケイ ( 福岡市 ) などの申請を認め、処分の差し止めを命じた。国は大阪と
福岡の高裁に即時抗告して争っている。




8 月 8 日、都タクシー ( 京都市 ) が国の公定幅を下回る運賃への変更を近畿運輸局に届け出た
ことが明らかになった。京都市域で営業する約 500 台の小型車の初乗り運賃 (1.7km) を 590 円か
ら 500 円に値下げするというものである。公定幅は 610 円から 590 円で、都タクシーは 4 月から
従っていたが、初乗り (2.0km)600 円で営業を続けるエムケイへの対抗上、値下げに踏み切った
とみられる。*30
*26　日経新聞 2014 年 4 月 23 日。
*27　直接の是正勧告は各地域の運輸局が行った。
*28　日経新聞 2014 年 5 月 24 日。
*29　日経新聞 2014 年 6 月 10 日。








こと、長期金利の動きが不可解なことなど、疑問も多い。田中直毅は 2012 年 12 月 20 日の日経
新聞の経済教室にいち早く批判的な見解を掲載した。以下、概略を紹介する。














































安倍首相は、2013 年 4 月 19 日に講演を行い、経済成長戦略の柱として、再生医療を中心とす
る医療と介護産業の活性化、育児休業を 3 歳まで延長するなどの女性の就業率の向上、アジア・
太平洋、欧州などとの EPA の推進、とりわけ TPP への参加をあげた。5 月 17 日にも都内で講
演し、成長戦略のうち企業と農業の競争力強化策を発表した。3 年間を企業に設備投資を促す集
中期間として政策を総動員し、設備投資額を現在よりも 1 割り増しの年間 70 兆円規模に引き上
げる目標を掲げた。農産品の生産や輸出を拡大し、農家の所得を 10 年で倍増する考えも表明した。
しかし、法人税の引き下げや解雇規制の緩和などには触れなかった。日経新聞の 5 月 18 日版は、
この程度の規制改革で総動員といえるのかと疑問を投げかけた。




*33　2012 年度の液化天然ガス LNG の輸入額は 6 兆円を超え、前年比 14.9％増加した。
*34　日経新聞 2013 年 1 月 9 日「経済教室」。
*35　日経新聞 2013 年 5 月 19 日「検証」。
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1999 年の PFI 法施行以来 2013 年 2 月末までの案件数は累計で 418 件にのぼる。しかし、その多
くは当初の建設費を民間が支払うだけで、完成後に税金で数年かけて建設費を返すというもの
だった。そこで持ち出されたのが海外で先行する concession である。















に 60％前後に上昇しているが、2020 年ごろには 70％前後に達し、2030 年以後はさらに増大する。
日本再興戦略はいくつかの数値目標を掲げている。今後 10 年間で、① 1 人当たり国民総所得
を 150 万円以上増加、②インフラ輸出や PFI 事業を 3 倍にする、③農産物の輸出を 2 倍にする
などである。





安倍内閣は 2013 年 1 月に緊急経済対策として 3 兆 8000 億円の公共事業費を計上し、国が予算を
支出する地方公共団体の分まで含めると 5 兆 5000 億円を計上した。13 年度の当初予算にも 5 兆














例えば、健康、教育、医療、介護、福祉、農業などがこれからの成長 ( させなければならない )
産業とされているのであるから、これらの分野に投資されることが必要である。
藤田によれば、日本経済が長期にわたって低迷しているのは、短期的な需要不足が原因ではな
く、構造的な需要不足による。彼は、その構造要因を 5 つにまとめている。第 1 は、少子高齢化、
第 2 は、社会保障の切り下げなどで将来への不安が高まり、消費を抑制するようになったこと、










(1)　2013 年には、規制改革会議の答申 (6 月 5 日 )、産業競争力会議の答申 (6 月 12 日 )、経済




















する調査の結果を 6 月 26 日に発表した。それによると、「好影響がある」とした企業は全体の
28％にとどまり、62％が「ほとんど影響はない」と回答した｡  *38　具体的な好影響としては売



















*38　日経新聞 2013 年 6 月 27 日。
*39　田中直毅は、社会の中の自由の維持のためには、生活の場における自助、共助、公助の仕分けと
再定義が不可欠だと指摘するが、新しいビジネスの促進についても、同じことがあてはまる。日経新聞































(4)　2014 年 6 月の成長戦略












国民の年金資産 130 兆円以上を管理・運用する年金積立金管理運用独立行政法人 (GPIF) の資
産構成にも口を出し、日本株式の保有比率を 2014 年 3 月末の 16％から、25％に引き上げるよう


















 （2014 年 9 月 11 日受理）
 （おおしま　かずお　公共政策学部公共政策学科教授）
*42　日経新聞 2014 年 10 月 31 日。GPIF は 10 月 30 日に、国内債券を現行の 60% から 35% に下げる一方で、
国内株式を 25% に引き上げると発表した。
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